様式第１号（第２条関係）
	補助金等交付申請書
令和　　年　　月　　日
　　秋　田　県　知　事　　　あて
住　　　　所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

氏　　　　名　

令和６年度において、次のとおり補助金等を交付されるよう申請します。
１　補助金等の名称　　令和６年度 海外展開支援事業費補助金（一般枠）
　
２　補助金等申請額　　　　　　　　　　　　　円
３　補助事業等の実施期間　　令和　　年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日


　注　補助事業等の実施計画書及び収支予算書は、別紙により添付のこと。

様式第２号（第２条関係）
	収支予算書
収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
区　　分
本年度
予算額
前年度
予算額
差引増減
摘　　要
増
減
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
合　計
　
　　※税込額を記載すること
※自己資金、県補助金以外の収入がある場合は、必ず記載すること
支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
区　　分
本年度
予算額
前年度
予算額
差引増減
摘　　要
増
減
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
合　計
　
　　※税込額を記載すること
※事業実施計画書「３．経費配分」に記載の事業区分ごとの総事業費小計を記載すること



様式第１号（海外展開支援事業費補助金）
事業実施計画書
１　会社概要
	項目
	概要記載欄

	(1)会社名
	

	(2)設立年（西暦）
	

	(3)代表者職氏名
	

	(4)業種・事業内容
	(業種)

(事業内容)



	(5)住所
	〒



	(6)電話・FAX番号
	

	(7)資本金額
	

	(8)従業員数（令和　年4月1日現在の常時使用する従業員の数)
	

	(9)財務諸表の分析結果
	

	(10)関連会社との資本関係
	

	(11)補助金事務担当者連絡先

　所属・職・氏名

　電話番号・メールアドレス
	


※(9)財務諸表２年分を分析し、長所と短所それぞれを記載すること。

※(10)みなし大企業の該当有無を確認するため、関連会社による資本保有率、役員就任状況を記載すること。

２　令和６年度事業計画
	A　事業区分
	B　事業内容

	※交付要領別表１の対象事業区分ごとに記載すること。

	(1)対象国・都市名：

（その国を選択した理由）



	
	(2)事業目的・必要性



	
	(3)実施内容

①商品、サービス等
※海外での販路拡大を目指す商品、サービス等について明記すること。

②事業内容
※見本市等出展の場合は、見本市等の名称、主催者、見本市等の概要、その見本市等を選択した理由を明記すること。

③事業実施時期及びスケジュール
④海外展開に係る社内の体制

※人数、専任か兼任か、資格の有無、使用可能言語等について明記すること。


	
	(4)期待する成果

※いつ、どのくらいの売上げとなるか、具体的な見通しを金額を明示して記載すること。



	
	(5)国や県、ジェトロなど公的機関からの支援の有無（予定も含む）




	A　事業区分
	B　事業内容

	※交付要領別表１の対象事業区分ごとに記載すること。

	(1)対象国・都市名：

（その国を選択した理由）



	
	(2)事業目的・必要性



	
	(3)実施内容

①商品、サービス等
※海外での販路拡大を目指す商品、サービス等について明記すること。

②事業内容
※見本市等出展の場合は、見本市等の名称、主催者、見本市等の概要、その見本市等を選択した理由を明記すること。

③事業実施時期及びスケジュール
④海外展開に係る社内の体制

※人数、専任か兼任か、資格の有無、使用可能言語等について明記すること。


	
	(4)期待する成果

※いつ、どのくらいの売上げとなるか、具体的な見通しを金額を明示して記載すること。



	
	(5)国や県、ジェトロなど公的機関からの支援の有無（予定も含む）




※(3)「実施内容」は発生する経費が分かるように具体的に記載すること。
３　経費配分                                                  　　　　　　　　
（単位：円）
	A事業区分
	B経費区分

	C総事業費
	D補助対象事業費
	E補助金
申請額
	F備　　考
（積算内訳）

	※交付要領別表１の対象事業区分ごとに記載すること

	小計
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※Ｃ欄は税込み額を記載すること。

※Ｄ欄は税抜き額を記載すること。　
※Ｅ欄合計額はＤ欄の1/2（千円未満切捨）とし、上限80万円とする。
様式第２号（海外展開支援事業費補助金（一般枠））
海外展開の実績及び今後の事業計画
１　海外展開の実績
	（１）海外事業を始めた時期
	　　年　　月頃

	（２）過去に海外事業を実施した国・地域（都市）名
	


２　今回の対象国・地域（都市）名
　　申請事業の実施対象国・都市名を記載してください。
	


３　２の対象国・地域（都市）を選択した理由
	


４　海外展開の実績と現状、今後の計画
（１）これまでの実績と現状
　　１（１）の海外事業を始めた時期以降の活動実績と現状について、展開先の国・地域（都市）ごとに記載してください。
	展開先
(国・地域（都市）名)
	実施時期
	活動実績と現状
（事業内容と成約件数・取引段階などの
結果を具体的に）
	公的機関からの支援※

	
	
	
	


※　利用した事業名（ジェトロ等公的機関を含む）や国・県等から受けた補助金額を記載してください。
（２）今後の計画
　　　今年度の事業を踏まえ、来年度の事業計画を記載してください。来年度以降の計画を検討しているのであれば、それも記載してください。
	年度
	事業計画
（目的、目標、事業内容等について具体的に）

	令和　年度
令和　年度
	


様式第３号（海外展開支援事業費補助金（一般枠））
誓約書　　

令和　年度海外展開支援事業費補助金の申請にあたり、次のことについて誓約致します。
１　国税及び地方税について （※該当する項目にチェックしてください）
□（１）応募日現在における国税及び地方税の滞納はありません。

□（２）応募日現在において以下のとおり滞納がありますが、今後、課税庁の了承した納入計画に基づいて納付します。また、このことについての調査を、貴職が行っても異議はありません。
	税金名
	課税年度
	納期
	滞納額（千円）
	今後の納付計画

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　課税庁が認めた納入計画を添付してください。
２　県及び公的金融機関等からの融資について（※該当する項目にチェックしてください）
□（１）応募日現在において県及び公的金融機関からの融資は受けていません。

□（２）応募日現在における県及び公的金融機関からの融資を受けていますが、債務の不履行はありません。

□（３）応募日現在において以下のとおり債務の不履行がありますが、今後、債権者の了承した返済計画に基づいて返済します。また、このことについての調査を、貴職が行っても異議はありません。
	債権者名
	借入年度
	納期
	不履行額（千円）
	今後の返済計画

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※　債権者が認めた返済計画を添付してください。
３　反社会的勢力の排除について
次の各号のいずれかに該当する者ではありません。
一　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
二　暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
三　暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するものをいう。以下同じ。）
四　暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構成員若しくは元暴力団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行う等暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し若しくは関与するもの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し、暴力団の維持若しくは運営に協力している企業をいう。）
五　総会屋等（総会屋その他企業を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）
六　社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）
七　特殊知能暴力集団等（暴力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的な繋がりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。）
八　前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者
イ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること
ロ　前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められること
ハ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって前各号に掲げる者を利用したと認められること
ニ　前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められること
令和　　年　　月　　日
秋田県知事　あて
住　所　　　　　　　　 　　　　　　　　　
氏　名（法人にあっては会社名、代表者職氏名）　
